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東日本大震災に係る災害廃棄物の処理指針（マスタープラン） 

 

平成２３年５月１６日 

環 境 省 

 

１．はじめに 

・東日本大震災に係る災害廃棄物について、国ではこれまで、「東北地方太

平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針」、「損壊家屋等の

処理の進め方指針（骨子案）」の他、各種通知等を発出するとともに、岩

手県、宮城県、福島県に対し、県、市町村、国、関係業界等が参加する

災害廃棄物の処理に関する協議会の設置を促してきたところ。 

・こうした中で、災害廃棄物の仮置場への搬入が進みつつあり、これから

は、収集された廃棄物の焼却、再生利用、最終処分等の本格化に向けた

取組が求められている。そこで本指針は、災害廃棄物の適正かつ効率的

な処理を進めるため、主に仮置場に搬入された後の処理に焦点を当てて、

処理推進体制、財政措置、処理方法、スケジュール等についてとりまと

めたものである。 

・今後、本処理指針を基本としつつ、地域の実情を踏まえて被災各県が具

体的処理方法を定めた災害廃棄物処理の実行計画を作成し、災害廃棄物

の適正かつ効率的な処理の推進を図っていくことが期待される。 

 

２．処理推進体制 

・国、県、市町村は原則として下記の役割を担い、連携しながら災害廃棄

物の適正かつ効率的な処理を図る。 

 国 ：市町村又は地方自治法に基づき事務委託を受けた県（以下「県・

市町村」という。）による災害廃棄物の処理が適正かつ効率的に

行われるよう、処理指針（マスタープラン）の作成の他、財政

措置、専門家の派遣、広域かつ効率的な処理に向け、県外の自

治体や民間事業者の処理施設に係る情報提供等の支援を実施。 

 県 ：仮置場の設置や災害廃棄物の処理について、災害廃棄物の処理

に関する協議会等を通じ、市町村等との総合調整を行い、具体

的処理方法を定めた災害廃棄物処理の実行計画を作成。実行計

画の作成に当たっては、処理方法等に関して広くアイデア・プ

ロポーザルを募る。地方自治法に基づき、被災した市町村から

事務委託を受けた場合は、市町村に代わり県が処理を実施。 

市町村：県が作成した災害廃棄物処理の実行計画を踏まえ、災害廃棄物

の処理を実施。 
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